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「火葬場の経営」に関する要望について 

 

「墓地、埋葬等に関する法律（以下、「法」という。）」第１条に火葬

場の管理等については、公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障な

く行われることを目的とする旨が示されています。 

また、火葬場は、国民生活に必要なものであり、公共的な施設であ

ることから、その経営においては、永続性・非営利性が確保される必

要のある事業です。 

そのため、国の通知等では、火葬場の経営は、本来地方公共団体の

実施が原則とされていますが、実態としては、火葬場の経営を民間企

業等が担っている例も存在します。 

そうした場合であっても、法の趣旨に鑑み、経営主体の如何にかか

わらず、火葬場の経営が営利目的のために歪められることがないよう、

本事業の公益目的に則り、永続性・非営利性が確保されるべきです。 

 



 

 

このため、特別区は必要に応じて、特別区内で火葬場を経営する民

間企業に対して、適正な火葬場の経営・管理について要請するととも

に、法第１８条の規定に基づく検査等を行ってまいりました。 

火葬場の経営主体の如何にかかわらず、引き続き、火葬場経営の永

続性・非営利性が確保されるよう、下記事項について要望いたします。 

 

記 

 

火葬場の経営主体が火葬場以外の事業を行っている場合には、公益

目的に則り、他の事業との経理・会計を明確に区分（独立採算制）し、

火葬業にかかる収支の透明性・非営利性が確保されている旨を許可権

者へ示す義務があることを、法に規定すること。 

 

以上 
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